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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第71期

第１四半期
連結累計期間

第72期
第１四半期

連結累計期間
第71期

会計期間 自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 ( 千円) 1, 324, 561 1, 326, 126 5, 620, 446

経常利益 ( 千円) 107, 401 76, 336 516, 704

親会社株主に帰属する四半期( 当期)
純利益 ( 千円) 179, 064 42, 482 507, 554

四半期包括利益又は包括利益 ( 千円) 200, 865 55, 333 569, 667

純資産額 ( 千円) 5, 067, 893 5, 439, 256 5, 436, 694

総資産額 ( 千円) 11, 649, 139 12, 307, 317 11, 433, 806

１株当たり四半期( 当期) 純利益金額 ( 円) 69. 94 16. 59 198. 24

潜在株式調整後１株当たり
四半期( 当期) 純利益金額 ( 円) ― ― ―

自己資本比率 ( ％) 40. 4 40. 8 43. 9
 

( 注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
３．潜在株式調整後１株当たり四半期( 当期) 純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
４．当社は、第71期より「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が所有する当社株式について

は、( 四半期) 連結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当たり四半期( 当期)
純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含めております。

 

２ 【事業の内容】
当第１四半期連結累計期間において、当社グループ( 当社及び当社の関係会社) において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
 

１ 【事業等のリスク】
当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】
　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　( 1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新興国経済の景気減速懸念や英国のＥＵ離脱問題などの影

響により急激に円高が進行したことで、企業業績や景況感が後退するなど、先行き不透明な状況が続いておりま

す。

住宅市場につきましては、当第１四半期連結累計期間における新設住宅着工戸数は前年同期比でプラス基調を

維持しており、建築需要は引き続き底堅く推移しているものの、建設労働者不足や建設資材及び労務費の上昇の

常態化により、依然として厳しい状況で推移しております。

このような経営環境のもとで、当社グループは市場ニーズに合致した製品開発とサービス向上を図り、積極的

な販売活動を推進してまいりました。

当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は1, 326, 126千円（前年同期比0. 1％増）、営業利益は80, 536千円

（前年同期比28. 4％減）、経常利益は76, 336千円（前年同期比28. 9％減）となりました。親会社株主に帰属する

四半期純利益は、前期に特別利益として計上していた役員退職慰労引当金戻入額137, 450千円等の特殊要因がなく

なったことから、42, 482千円（前年同期比76. 3％減）となりました。

 

セグメント業績を示すと、次のとおりであります。

①　木材環境ソリューション事業

主力製品であるマンション用床材を中心としたパーティクルボードの販売は微減しているものの、パワー

ウッドボードの拡販、廃棄物処理及び木材チップ販売の増加などにより、売上高は1, 223, 808千円（前年同期比

0. 2％増）となりました。また接着剤原料の価格及び電気料金単価は下落しているものの、千葉工場（仮称）用

地の取得に係る租税公課の増加などにより、セグメント利益（営業利益）は86, 616千円（前年同期比22. 0％

減）となりました。

②　ファシリティ事業

テナントの稼働は堅調に推移したものの、売上高は102, 317千円（前年同期比1. 3％減）となりました。ま

た、セグメント利益（営業利益）は52, 076千円（前年同期比8. 2％増）となりました。
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( 2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第１四半期連結会計期間における資産の残高は12, 307, 317千円となり、前連結会計年度末に比べ873, 510千円増

加いたしました。現金及び預金が396, 867千円減少、受取手形及び売掛金が36, 196千円減少したものの、建設仮勘定

が1, 309, 219千円増加したことが主たる要因であります。

（負債の部）

当第１四半期連結会計期間における負債の残高は6, 868, 060千円となり、前連結会計年度末に比べ870, 948千円増

加いたしました。支払手形及び買掛金が90, 001千円減少、未払金が54, 566千円減少したものの、長期借入金（１年

内返済予定の長期借入金を含む）が950, 000千円増加、賞与引当金が47, 135千円増加したことが主たる要因でありま

す。

（純資産の部）

当第１四半期連結会計期間における純資産の残高は5, 439, 256千円となり、前連結会計年度末に比べ2, 562千円増

加いたしました。親会社株主に帰属する四半期純利益の計上が主たる要因であります。

 
( 3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は11, 454千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】
 

１ 【株式等の状況】
( 1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数( 株)

普通株式 13, 120, 000

計 13, 120, 000
 

 

② 【発行済株式】
 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数( 株)

( 平成28年６月30日)

提出日現在
発行数( 株)

( 平成28年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3, 660, 369 3, 660, 369 東京証券取引所
( 市場第二部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 3, 660, 369 3, 660, 369 ― ―
 

 

( 2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

( 3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

( 4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

( 5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数

( 株)

発行済株式
総数残高

( 株)

資本金増減額
( 千円)

資本金残高
( 千円)

資本準備金
増減額
( 千円)

資本準備金
残高

( 千円)
平成28年４月１日～
平成28年６月30日 ― 3, 660, 369 ― 221, 000 ― 19, 956

 

 

( 6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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( 7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
   平成28年６月30日現在

区分 株式数( 株) 議決権の数( 個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式( 自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式( その他) ― ― ―

完全議決権株式( 自己株式等)
( 自己保有株式)

 普通株式
1, 014, 800

― ―

完全議決権株式( その他)  普通株式
2, 644, 700 26, 447 ―

単元未満株式  普通株式
869 ― １単元( 100株) 未満の株式

発行済株式総数 3, 660, 369 ― ―

総株主の議決権 ― 26, 447 ―
 

( 注) １．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記
載することができないことから、直前の基準日( 平成28年３月31日) に基づく株主名簿による記載をしており
ます。

２．「完全議決権株式( その他) 」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ
信託口）が保有する当社株式85, 200株（議決権の数852個）が含まれております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称 所有者の住所

自己名義
所有株式数

( 株)

他人名義
所有株式数

( 株)

所有株式数
の合計
( 株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合( ％)

( 自己保有株式)
東京ボード工業株式会社

東京都江東区新木場
二丁目11番１号 1, 014, 800 ― 1, 014, 800 27. 72

計 ― 1, 014, 800 ― 1, 014, 800 27. 72
 

( 注) 　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口）が保有する当社株式85, 200株は、上記には
含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】
　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】
　

１  四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」( 平成19年内閣府令

第64号) に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間( 平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで) 及び第１四半期連結累計期間( 平成28年４月１日から平成28年６月30日まで) に係る四半期連結財務

諸表について、赤坂有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　第71期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

　　第72期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　　赤坂有限責任監査法人
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１ 【四半期連結財務諸表】
( 1)  【四半期連結貸借対照表】

           ( 単位：千円)
          前連結会計年度

( 平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

( 平成28年６月30日)

資産の部   
 流動資産   
  現金及び預金 1, 898, 466 1, 501, 599
  受取手形及び売掛金 1, 303, 294 1, 267, 098
  商品及び製品 352, 791 364, 136
  仕掛品 59, 381 79, 382
  原材料及び貯蔵品 144, 892 135, 830
  繰延税金資産 77, 646 90, 258
  その他 84, 054 66, 013
  貸倒引当金 △ 1, 025 △ 1, 087
  流動資産合計 3, 919, 502 3, 503, 231
 固定資産   
  有形固定資産   
   建物及び構築物 3, 196, 720 3, 199, 377
    減価償却累計額 △ 2, 374, 564 △ 2, 386, 447
    建物及び構築物（純額） 822, 155 812, 929
   機械装置及び運搬具 7, 633, 463 7, 692, 533
    減価償却累計額 △ 6, 840, 483 △ 6, 908, 604
    機械装置及び運搬具（純額） 792, 979 783, 928
   土地 5, 460, 494 5, 460, 494
   建設仮勘定 159, 657 1, 468, 877
   その他 159, 570 161, 559
    減価償却累計額 △ 132, 650 △ 134, 571
    その他（純額） 26, 920 26, 987
   有形固定資産合計 7, 262, 207 8, 553, 218
  無形固定資産 39, 055 38, 072
  投資その他の資産   
   投資有価証券 64, 177 61, 871
   長期貸付金 1, 788 1, 946
   破産更生債権等 14, 000 14, 325
   繰延税金資産 1, 318 2, 014
   敷金及び保証金 96, 390 96, 390
   その他 49, 765 50, 972
   貸倒引当金 △ 14, 400 △ 14, 725
   投資その他の資産合計 213, 040 212, 795
  固定資産合計 7, 514, 303 8, 804, 085
 資産合計 11, 433, 806 12, 307, 317
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           ( 単位：千円)
          前連結会計年度

( 平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

( 平成28年６月30日)

負債の部   
 流動負債   
  支払手形及び買掛金 679, 551 589, 549
  1年内償還予定の社債 76, 000 76, 000
  1年内返済予定の長期借入金 442, 020 442, 020
  未払金 256, 205 201, 639
  未払法人税等 45, 362 34, 990
  賞与引当金 51, 609 98, 745
  その他 180, 692 192, 633
  流動負債合計 1, 731, 442 1, 635, 578
 固定負債   
  社債 282, 000 282, 000
  長期借入金 1, 804, 480 2, 754, 480
  繰延税金負債 1, 368, 085 1, 364, 064
  役員報酬BI P信託引当金 21, 375 35, 872
  退職給付に係る負債 199, 747 205, 761
  受入敷金保証金 322, 235 322, 235
  資産除去債務 262, 413 262, 736
  その他 5, 331 5, 331
  固定負債合計 4, 265, 669 5, 232, 481
 負債合計 5, 997, 112 6, 868, 060
純資産の部   
 株主資本   
  資本金 221, 000 221, 000
  資本剰余金 114, 201 114, 201
  利益剰余金 6, 130, 932 6, 122, 208
  自己株式 △ 1, 453, 720 △ 1, 450, 384
  株主資本合計 5, 012, 413 5, 007, 024
 その他の包括利益累計額   
  その他有価証券評価差額金 11, 454 9, 854
  その他の包括利益累計額合計 11, 454 9, 854
 非支配株主持分 412, 826 422, 376
 純資産合計 5, 436, 694 5, 439, 256
負債純資産合計 11, 433, 806 12, 307, 317
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( 2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
           ( 単位：千円)
          前第１四半期連結累計期間

( 自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
( 自 平成28年４月１日

　至 平成28年６月30日)
売上高 1, 324, 561 1, 326, 126
売上原価 862, 787 868, 923
売上総利益 461, 773 457, 202
販売費及び一般管理費 349, 286 376, 666
営業利益 112, 486 80, 536
営業外収益   
 受取利息 34 9
 受取配当金 1, 489 876
 受取家賃 900 865
 その他 961 893
 営業外収益合計 3, 386 2, 645
営業外費用   
 支払利息 7, 442 6, 026
 社債利息 443 338
 その他 585 480
 営業外費用合計 8, 471 6, 845
経常利益 107, 401 76, 336
特別利益   
 固定資産売却益 4, 929 250
 役員退職慰労引当金戻入額 137, 450 -
 特別利益合計 142, 379 250
特別損失   
 固定資産売却損 31 -
 特別損失合計 31 -
税金等調整前四半期純利益 249, 749 76, 586
法人税、住民税及び事業税 28, 062 36, 276
法人税等調整額 25, 894 △ 16, 622
法人税等合計 53, 956 19, 653
四半期純利益 195, 792 56, 933
非支配株主に帰属する四半期純利益 16, 727 14, 450
親会社株主に帰属する四半期純利益 179, 064 42, 482
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
           ( 単位：千円)
          前第１四半期連結累計期間

( 自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
( 自 平成28年４月１日

　至 平成28年６月30日)
四半期純利益 195, 792 56, 933
その他の包括利益   
 その他有価証券評価差額金 5, 073 △ 1, 599
 その他の包括利益合計 5, 073 △ 1, 599
四半期包括利益 200, 865 55, 333
（内訳）   
 親会社株主に係る四半期包括利益 184, 138 40, 883
 非支配株主に係る四半期包括利益 16, 727 14, 450
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【注記事項】

( 継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。
　

( 会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

 
( 追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 
( 四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費( 無形固定資産に係る償却費を含む。) は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
( 自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
( 自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 85, 908千円 86, 506千円
 

　
( 株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間( 自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　１　配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
( 千円)

１株当たり
配当額( 円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月22日
定時株主総会 普通株式 76, 810 30. 00 平成27年３月31日 平成27年６月23日 利益剰余金

 

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間( 自 平成28年４月１日　至 平成28年６月30日)

１　配当金支払額　
　

決議 株式の種類 配当金の総額
( 千円)

１株当たり
配当額( 円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会 普通株式 52, 910 20. 00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

( 注)  平成28年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬BI P信託口が所有する当社株式（自己株
式）85, 200株に対する配当金1, 704千円が含まれております。

　
２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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( セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間( 自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     ( 単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
( 注１)

四半期
連結損益計算書

計上額
( 注２)

木材環境
ソリューション

事業

ファシリティ
事業 合計

売上高      

　外部顧客への売上高 1, 220, 903 103, 657 1, 324, 561 ― 1, 324, 561

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高 ― ― ― ― ―

計 1, 220, 903 103, 657 1, 324, 561 ― 1, 324, 561

セグメント利益 111, 116 48, 121 159, 238 △ 46, 751 112, 486
 

( 注) １．セグメント利益の調整額△ 46, 751千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費
用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
当第１四半期連結累計期間( 自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     ( 単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
( 注１)

四半期
連結損益計算書

計上額
( 注２)

木材環境
ソリューション

事業

ファシリティ
事業 合計

売上高      

　外部顧客への売上高 1, 223, 808 102, 317 1, 326, 126 ― 1, 326, 126

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高 ― ― ― ― ―

計 1, 223, 808 102, 317 1, 326, 126 ― 1, 326, 126

セグメント利益 86, 616 52, 076 138, 693 △ 58, 156 80, 536
 

( 注) １．セグメント利益の調整額△ 58, 156千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費
用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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( １株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第１四半期連結累計期間
( 自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
( 自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 69円94銭  16円59銭

( 算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益( 千円) 179, 064 42, 482

普通株主に帰属しない金額( 千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
( 千円) 179, 064 42, 482

普通株式の期中平均株式数( 株) 2, 560, 344 2, 560, 507
 

( 注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当第１四半期連結累計期
間85, 037株であります。

 

( 重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】
 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月９日

東京ボード工業株式会社

取締役会  御中
　

赤坂有限責任監査法人
 

　
指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士　　池　　田　　　　　勉　　印

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士　　荒　　川　　和　　也　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京ボード工業

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間( 平成28年４月１日か

ら平成28年６月30日まで) 及び第１四半期連結累計期間( 平成28年４月１日から平成28年６月30日まで) に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京ボード工業株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

 

( 注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社( 四半期報
告書提出会社) が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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